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前提：証明書の種類と発行方法

調査データ

（調査済証）

住民基本台帳

データ

固定資産課税

台帳（家屋）

データ

証明書発行

発行方法

証明書の種類

罹災証明書

住家に居住している人に発行
原則：住民票住所で判断

被災証明書

建物の所有者に発行
原則：課税台帳上の所有者で判断



課題①：住民票住所と被害住所が一致しないケース

発生した課題

住民票上の住所と、実際に被害を受けた住家が異なるケースが複数発生。
発災時点で本当に居住していたかの判断に苦慮した。

今回の対応

公共料金の領収書などを提出してもらい、発災時点の居住実態を確認したうえで、発行可否を判断。

今後の改善点

発災直後から、住民票住所と居住実態が異なる場合は証明書類による確認が必要となることを周知しておく。
→ 受付時の説明・書類案内がより円滑になる。



課題②：課税されていない建物の所有者確認

発生した課題

倉庫など固定資産税が課税されていない建物については、
課税台帳との紐付けができず所有者の確認方法に苦慮した。

今回の対応

建物が所在する土地の所有者を建物所有者として取り扱い、証明書を発行。

今後の改善点

非課税家屋の所有者確認方法や運用ルールを事前に整理しておくことで、
判断を統一しよりスムーズな対応が可能になると考えられる。



課題③：調査結果に不服がある住民への説明

発生した課題

調査業務に直接携わっていない職員が窓口対応を行う場合、被害認定基準や調査内容について十分な説明
を行うことが難しく、住民の理解を得るまでに時間を要する場面があった。

今後の改善点

被害認定調査の流れや判定基準をまとめた資料を事前に作成するとともに、
窓口対応職員向けの勉強会や情報共有を実施しておくことでより円滑な説明ができると考えられる。



会場用に作成した説明用資料



良かった点：応援体制と人員配置

良かった点①

東京都応援職員同士の引継ぎ

応援班同士の引継ぎが丁寧に行われていた。
来島して間もない応援職員も業務内容を把
握し、臨機応変に証明書発行業務へ対応
できていた。

課税担当職員の配置

建物所有者の確認や課税台帳を用い
た照会が円滑に行えた。
イレギュラーな事例についても、その場で
判断・対応しやすい体制だった。

良かった点②



まとめ：今後の対応に向けた整理事項

1. 居住実態確認の周知
住民票住所と居住実態が異なる場合に必要な確
認書類を早期に案内

2. 非課税家屋の所有者確認ルール
課税台帳に載らない建物の確認方法・判断基準を事
前に統一

3. 被害認定調査の説明資料
調査担当以外でも説明できる資料・勉強会・共有体制
を整備

4. 応援職員への引継ぎ様式
応援班が短期間で業務理解できるよう、引継ぎ事項を
定型化

5. 課税担当との連携体制
所有者確認・台帳照会・例外判断を迅速に行える配
置を維持

今後の災害対応では「窓口で迷わない準備」を進めることが重要


